（消費税廃止各界連）2026年5月宣伝スポット（参考例）
◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税、インボイス制度の廃止を求めています。
◆総務省が12日に発表した3月の家計調査では、2人以上世帯の消費支出は物価変動の影響を除いた実質で前年同月比2・9%減り、4カ月連続のマイナスとなりました。ホルムズ海峡封鎖による物価高への不安が国民生活に大きな影を落としています。
◆4月の企業倒産は前年同月比7%増の883件と12年ぶりの高水準になりました。従業員10人未満の中小・零細企業の倒産が9割を占めています。人件費、物価高による倒産が52%増え、集計を始めた2022年以来、4月としては過去最多になっています。
◆原油・ナフサ不足の影響が深刻化するのはこれからと言われています。物価が高騰し、仕事が止まるなど、多くの国民や中小企業が悲鳴を上げる中、総選挙で各党がこぞって公約した消費税減税は一向に実施される気配がありません。高市首相は「食料品消費税0％実現に向け強い思いを持って取り組む」「レジ回収に1年かかるのは日本として恥ずかしい」と国会で答弁しています。そこまで言うなら一刻も早く消費税減税案を国会に提出し、実現に向けて行動すべきです。
◆現在、国会で消費税減税に反対する政党は、チームみらいしかありません。政府が減税案を提出すれば、今行われている特別国会期末を迎える7月中に消費税減税案を成立させることは可能なはずです。
◆選挙公約を無視し、「国民会議」に議論を丸投げする与党の姿勢は大問題です。国会の場で堂々と議論し、消費税率5％以下への引き下げ、インボイス廃止に踏み出すべきです。
◆物価高騰に拍車をかけているホルムズ海峡封鎖の問題は、イランに対し一方的な先制攻撃を仕掛けたアメリカとイスラエルが引き起こしたものです。国連憲章や国際法に違反する戦争が世界中を恐怖と欠乏に陥れています。NATO加盟国など同盟国も含めた世界中の首脳がアメリカと距離を置き、米国内でも反トランプのデモに800万人が参加するなど、平和を求める世論が高まっています。
◆アメリカとイスラエルのイラン攻撃では、開戦から6日間で1・8兆円が費やされ、トランプ大統領はさらに32兆円の予算を要求していると報じられています。米国の戦争と軍事費拡大は日本も無関係ではありません。アメリカは同盟国にGDP比5％の軍事費を求めています。日本円で換算すれば34・６兆円という途方もない金額です。
[bookmark: _GoBack]◆憲法改正に強い意欲をみせる高市政権は、今年度予算で9兆円を超える防衛費拡大を決定し、社会保障の削減を強行しました。このままアメリカの言いなりに軍事費を増加させれば、国民のくらしに関わる予算がさらに削減され、大増税が押しつけられることは明らかです。「戦争やめろ！ 消費税下げろ」の声をご一緒にあげましょう。
◆いま集めている署名はこれまでも約40万人の方が賛同し、国会に届けることで各党に消費税減税を公約させる力になってきました。ぜひご協力いただき、一緒に消費税減税とインボイス廃止を実現させましょう。
